
 

      

 

 

第４９期 決算公告 
 

 

貸 借 対 照 表 

(2025年12月31日現在) （単位：千円） 
 

資  産  の  部 負  債  の  部 

科    目 金   額 科    目 金   額 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金

販 売 用 不 動 産

そ の 他

 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物

土 地

そ の 他

 

投 資 そ の 他 の 資 産 

投 資 有 価 証 券

出 資 金

敷 金 及 び 保 証 金

長 期 前 払 費 用

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

770,560 

57,299 

684,028 

29,232 

 

179,735 

82,631 

32,745 

48,183 

1,702 

 

97,104 

270 

52,731 

42,391 

1,711 

流 動 負 債 

1年以内返済予定の長期借入金

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

営 業 預 り 金

前 受 金

そ の 他

固 定 負 債 

長 期 借 入 金

長 期 預 り 敷 金

 117,265 

13,281 

54,751 

12,451 

35 

10,061 

18,225 

8,460 

93,791 

48,300 

45,491 

 

負 債 合 計 211,057 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 

資 本 金

利 益 剰 余 金

  そ の 他 利 益 剰 余 金

 別 途 積 立 金

  繰 越 利 益 剰 余 金

 739,238 

10,000 

729,238 

729,238 

1,500 

727,738 

純 資 産 合 計 739,238 

資 産 合 計 950,295 負 債 ・ 純 資 産 合 計 950,295 

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。  



 

      

 

 

 
個 別 注 記 表 

 
 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

  販売用不動産 

  個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

を採用しております。 

 

  

（２）固定資産の減価償却の方法 

・有形固定資産 

  定率法を採用しております。 

ただし、建物（建物附属設備を除く）については定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

    建物          ４年～47年 

    その他の有形固定資産   ４年～22年 

 

（３）引当金の計上基準 

 ・貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

 

 

（４）収益及び費用の計上基準 

   当社の事業における主要な履行義務の内容および認識する通常の時点は以下のとおりであります。 

不動産賃貸管理事業 

 不動産賃貸管理事業は、顧客が所有する賃貸不動産の賃貸管理を行っております。賃貸

管理では、入居者の募集、賃料等の徴収、契約更新等に係る事務業務を遂行する義務を負

っております。当該履行義務は、それぞれのサービスが提供される一時点で充足されるも

のであり、サービスの提供が完了した時点において収益を計上しております。 

不動産賃貸事業 

      不動産賃貸事業は、自社で保有するオフィスビル等を顧客との賃貸借契約に基づき顧客へ

賃貸する義務を負っており、その賃貸借期間にわたって収益を認識しております。 

  

(５）その他計算書類作成のための基本となる事項 

消費税等の会計処理 

  税込方式によっております。 

  



 

      

 

 

２.貸借対照表に関する注記 

有形固定資産の減価償却累計額    56,227千円 

 

３.株主資本等変動計算書に関する注記 

  (１)発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 株式の種類 当事業年度 

期首の株式数 

当事業年度 

増加株式数 

当事業年度 

減少株式数 

当事業年度末

の株式数 

普通株式 20,000株 －株 －株 20,000株 

  

(２)剰余金の配当に関する事項 

    該当事項はありません。 

 

 (３)当事業年度末日における新株予約権に関する事項 

    該当事項はありません。 

 

４.当期純利益に関する注記 

  当期純損失 80,005千円 


